
地域建設業の人材不足をどう捉えるか
～経営者アンケートからみる人員状況と人材供給基盤の課題～

●建設業の人員状況（図表1）
　建設業では、人材不足が重要な経営課題とし
て認識されている。本稿では、当研究所が実施
した経営者アンケートにおいて建設業に分類さ
れる回答企業に着目し、人員状況や経営課題の
違いを確認する。
　2026 年の経営者アンケートでは、建設業の
73.7％が人員について「不足」または「やや不足」
と回答している。図表１ではアンケート全体と
建設業を比較しているが、建設業ではアンケー
ト全体に比べて人手不足を認識する企業の割合
が高い。全国的にも建設関連職種の労働需給は
逼迫しており、厚生労働省「一般職業紹介状況
（職業安定業務統計）」の職業別有効求人倍率に
よれば、2025 年度は職業計の 1.10 倍に対し、「建
設・採掘従事者」は 5.02 倍である。こうした
労働需給の逼迫を背景に、当研究所のアンケー
トでも建設業の人材不足感の強さが確認できる。

図表１：人材不足の状況

当研究所は、2026 年 1 月 19 日から 2月 27 日にかけて、賛助会員様及び YMfg グループの取引先経営者様の経営課題等に関する
ご認識・ご意見をお伺いし、地域活性化に向けた政策提言、各行のサービス向上等に活用することを目的とする経営者アンケート（回
答数 1,422 社）を実施しました。アンケート結果は当研究所ホームぺージに掲載しておりますが、今回はアンケートの中から建設
業の人材確保をめぐる現状と課題について整理しました。

データを「読む」
～未来研データウォッチング～

　一方、約４社に１社は「適正」「やや過剰」
「過剰」と回答している。すなわち、建設業で
は多くの企業が人材不足を認識しているものの、
その状況は一様ではなく、企業間で一定の差が
みられる。
　本稿では、人員が「不足」「やや不足」と回
答した企業を「人手不足企業」、「適正」「やや
過剰」「過剰」と回答した企業を「人手充足企業」
として整理する。
　そのうえで、両者の回答傾向を比較し、建設
業における人材問題の特徴を考察する。なお、
この比較は企業の優劣を示すものではなく、各
企業が置かれた経営環境や課題認識の相違を把
握するための分析上の区分である。また、本文
中の解釈は、図表の数値を踏まえた傾向把握を
目的とするものであり、因果関係を直接示すも
のではない。
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図表２　売上高の状況（建設業のみ）

図表3　現状の経営課題（建設業のみ）

●建設業における人手不足感と売上高の関係
（図表2）
　次に、建設業について売上高の状況を比較し、
人手不足感と売上高にどのような関係がみられ
るのかを確認する。
　図表２をみると、売上高が「前期から不変」
とする割合は、人手不足企業が人手充足企業を
8.1 ポイント上回っている。一方、「前期から概
ね 10％以上減少」とする割合は、人手不足企
業が人手充足企業を11.0ポイント下回っている。
　この結果からは、売上高の増加と人手不足感
が単純に結びついているとはいえない。建設業
では、人手不足感は事業拡大局面だけでなく、
現在の事業規模を維持する局面でも生じている
可能性がある。また、人手充足企業で売上減少
割合が高いことは、人員の充足が必ずしも事業

の好調さを意味するものではないことを示唆し
ている。こうしたことから、建設業では、人手
不足感は売上の伸びそのものよりも、現在の事
業活動を維持するために必要な人員を確保でき
ているかどうかと関係している可能性がある。

●建設業における経営課題の違い（図表3）
　図表３では、人手不足企業と人手充足企業で、
経営課題として挙げる項目にどのような違いが
あるのかを確認する。ここでは、両者の差が５
ポイント以上ある項目を対象とする。ただし、
項目の「人手不足」は、人手不足企業と人手充
足企業を分ける基準になっているため、分析対
象から除外する。
　該当する項目はいずれも人手充足企業が人手
不足企業を上回っている。特に差が大きいのは

視　

点

経
営
者
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

我
が
社
の
イ
チ
推
し

デ
ー
タ
を
読
む

Ｙ
М
Ｇ
Ｐ

Ｙ
М
Ｆ
Ｇ
キ
ャ
ピ
タ
ル

ア
ジ
ア
ニ
ュ
ー
ス

経
済
動
向

助
成
基
金
の
ご
案
内

読
者
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果

ちいき未来研究所 調査月報 2026.9 │　11



「コスト削減」で、人手不足企業の 15.7％に対し、
人手充足企業は 28.0％となっている。また、「売
上拡大」（43.3％、49.3％）、「販路開拓」（13.3％、
18.7％）、「技術・研究開発」（4.3％、9.3％）で
も人手充足企業の割合が高い。
　これらの結果からは、人手充足企業では、人
員面の制約が相対的に小さい分、売上拡大や販
路開拓などの事業展開、コスト削減や技術・研
究開発などの経営改善に目を向けやすい可能性
がある。一方で、人手不足企業では、こうした
課題よりも人員面の制約が経営課題として前面
に出ていることがうかがえる。

図表4　人材不足の要因

●人材不足の背景にある求職者集団の不足
　（図表4）
　図表４は、人員について「不足」または「や
や不足」と回答した企業に対し、人員不足の主
な要因を尋ねた結果である。人材不足の要因と
して最も割合が高いのは「求職者母集団の不足」
である。全体でも 46.5％と最も高いが、建設業
では51.9％と、全体を5.4ポイント上回っている。
　建設業の人材不足は、個別企業の採用活動だ
けの問題にとどまらず、応募者層が十分に形成
されていないことが大きな制約となっている可
能性がある。その背景には、地域の労働市場に
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おける人口の減少や若年層の域外流出に加え、
建設業に対する職種イメージ、就業地域への選
好、現場作業や施工管理に求められる技能・経
験の高さなどが影響していると考えられる。そ
のため、求職者母集団そのものが小さい場合、
処遇改善や求人情報の発信を強化しても、短期
的な応募者確保には一定の制約が生じやすい。
　もっとも、これは企業側の取り組みの重要性
を否定するものではない。処遇改善、人材育成、
働き方の見直し、職場環境の整備などは、求職
者にとっての就業先としての魅力を高めるうえ
で重要である。そのうえで、図表 4が示すよう
に、母集団不足が最大要因である以上、個社の
努力だけでなく、地域全体で建設業を担う人材
を増やす視点が求められる。なお、企業が人材
確保に向けて実施している取り組みについては、
【ご参考】の図表を参照されたい。
　したがって、建設業の人材不足対策は、企業
による採用力強化や育成体制の整備に加え、地
域の労働市場を踏まえた対応が不可欠である。
具体的には、行政や業界団体等が進めている若
年層への職業理解の促進や技能形成機会の提供
を継続・充実させるとともに、学校・行政・業
界団体・企業の連携を深め、地元で就職し、働
き続けやすい雇用機会や職場環境を整えること

など、地域的な人材供給基盤の強化と一体で進
める必要がある。

●総括
　以上を踏まえると、建設業では人手不足感が
相対的に強い一方、その表れ方は企業によって
一様ではない。売上高の増加と人手不足感は単
純に結びついておらず、売上を維持する局面で
も人員不足感が生じていることがうかがえる。
また、人手充足企業では、売上拡大、コスト削
減、販路開拓、技術・研究開発など、事業展開
や経営改善に関する課題を挙げる割合が相対的
に高い。
　人材不足の背景には、個別企業の採用活動だ
けでは対応しにくい求職者母集団の不足がある。
建設業の人材確保を考えるうえでは、企業によ
る処遇改善や育成体制の整備に加え、地域全体
で人材を育て、働き続けられる基盤を強化する
視点が重要である。

地域の豊かな未来につながる
経営者アンケートはこちら→

ちいき未来研究所
ホームページ

【ご参考：企業が人材確保のために実施している取り組み（経営者アンケート概要版より）】

賃金・処遇、福利厚生等の見直し

柔軟な働き方の導入(勤務時間・日数・場所等)

求人サイトや人材紹介会社などを活用した採用

人材育成を通じた、従業員の能力・スキル向上

仕事内容や職場の魅力を伝える情報発信の強化

従来の採用基準にとらわれない人材要件の柔軟化(未経験者採用等)

デジタル化・設備投資等による業務の効率化・省力化

業務プロセスや役割分担の見直しによる業務の効率化

高校・大学等の教育機関との連携 (インターン・共同プログラム等)

採用エリアの拡大(採用活動の広域化、リモート勤務を前提とした採用等)

副業人材、外部人材(フリーランス・プロ人材等)の活用

その他

無回答

10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％

 10.1%（144） 10.1%（144）

 1.9%（27） 1.9%（27）

 5.7%（81） 5.7%（81）

 9.3%（132） 9.3%（132）

 11.1%（158） 11.1%（158）

 16.5%（234） 16.5%（234）

 20.6%（293） 20.6%（293）

 22.0%（313） 22.0%（313）

 22.3%（317） 22.3%（317）

 24.4%（347） 24.4%（347）

 36.5%（519） 36.5%（519）

 44.8%（637） 44.8%（637）

 64.0%（910） 64.0%（910）

N＝1,422
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